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(57)【要約】
【課題】工程が簡便かつパターンの導電性と基材との密
着性が良好な導電性材料の製造方法を提供する。
【解決手段】支持体上に少なくとも多孔質層と、該多孔
質層上に解離層を有する転写用基材の、解離層の上に導
電性パターンを形成し、被転写体を粘着性が発現する温
度まで加熱し、該被転写体に前記工程で得られた導電性
パターンを転写し、転写された導電性パターンにめっき
を施し、導電性パターンが転写された被転写体を加熱硬
化する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　支持体上に少なくとも多孔質層と、該多孔質層上に解離層を有する転写用基材の、解離
層の上に導電性パターンを形成する工程、被転写体を粘着性が発現する温度まで加熱し、
該被転写体に前記工程で得られた導電性パターンを転写する工程、転写された導電性パタ
ーンにめっきを施す工程、および導電性パターンが転写された被転写体を加熱硬化する工
程を少なくともこの順に行う導電性材料の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、転写用基材の上に形成された導電性パターンを被転写体に転写する導電性材
料の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、電子機器の小型化、高性能化に伴って、導電性材料に対して、微細配線の形成や
熱膨張係数の低下が強く求められている。その中で、絶縁材料の低熱膨張係数化の手段と
して、絶縁材料を高充填化する、すなわち、絶縁材料における無機充填材の含有量を高く
する方法が知られている。さらに、絶縁材料として、エポキシ樹脂、フェノールノボラッ
ク系硬化剤、フェノキシ樹脂、シアネート樹脂等を含み、耐湿性に優れたアルカリ不溶性
樹脂の使用が提案されている。これらの無機充填材及びアルカリ不溶性樹脂を含む絶縁性
の樹脂組成物は、耐熱性、誘電特性、機械強度、耐化学薬品性等に優れた物性を有し、導
電性材料の外層表面に用いられるソルダーレジストや多層ビルドアップ配線板に用いられ
る層間絶縁材料として広く使用されている。
【０００３】
　層間絶縁材料を利用した導電性材料としては、従来の導電性材料表面に層間絶縁材料と
して接着性絶縁樹脂層を形成した後、接着性絶縁樹脂層表面に導電性パターンを形成した
導電性材料積層体が知られている。
【０００４】
　前記接着性絶縁樹脂層表面への導電性パターンの形成方法としては、接着性絶縁樹脂層
上に金属層を形成した後、金属層上にフォトレジスト層を設け、レジストパターンを形成
した後、金属層をエッチング除去するサブトラクティブ法が知られており、例えば、特開
平１１－１５０１５０号公報（特許文献１）には接着性絶縁樹脂層上に銅箔を張り合わせ
た後、銅箔を選択的にエッチングすることで導電性パターンを形成する方法が開示されて
いる。しかし、フォトリソグラフィーを用いる方法は工程が煩雑であるという問題が生じ
る。そこで、簡便に接着性絶縁樹脂層上に導電性パターンを形成する方法が望まれている
。
【０００５】
　また、特開２０１４－１９２２７５号公報（特許文献２）には、支持体上にインク受容
層となる多孔質層と該多孔質層上にコロイダルシリカを主成分とする基材上に導電性パタ
ーンを形成し、支持体上に粘着性を有する接着層あるいは粘着層が設けられた被転写体の
粘着面に、導電性パターンを転写する導電性パターンの製造方法が開示されているが、イ
ンクジェット記録方式の印刷では導電性パターンを厚くすることができず、充分な導電性
が得られない場合があった。また導電性パターンと基材との密着性に関し、更なる改善が
求められていた。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開平１１－１５０１５０号公報
【特許文献２】特開２０１４－１９２２７５号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の課題は、工程が簡便かつパターンの導電性と基材との密着性が良好な導電性材
料が得られる導電性材料の製造方法を提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の上記課題は、以下の発明によって達成される。
　支持体上に少なくとも多孔質層と、該多孔質層上に解離層を有する転写用基材の、解離
層の上に導電性パターンを形成する工程、被転写体を粘着性が発現する温度まで加熱し、
該被転写体に前記工程で得られた導電性パターンを転写する工程、転写された導電性パタ
ーンにめっきを施す工程、および導電性パターンが転写された被転写体を加熱硬化する工
程を少なくともこの順に行う導電性材料の製造方法。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明により、工程が簡便かつパターンの導電性と基材との密着性が良好な導電性材料
が得られる導電性材料の製造方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明における導電性パターンを形成した転写用基材の概略図
【図２】本発明における導電性パターンを形成した転写用基材と被転写体を貼合した際の
概略図
【図３】本発明により得られる導電性材料の概略図
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明を詳細に説明する。
【００１２】
　図面を用いて本発明の導電性材料の製造方法を説明する。まず、支持体１上に多孔質層
２と解離層３を有する転写用基材１０を準備する（図１）。次に、転写用基材１０に導電
性パターン４を、例えばインクジェットプリンタ等で印刷して形成する（図１）。続いて
、粘着性が発現する温度まで加熱した被転写体５に対して転写用基材１０上の導電性パタ
ーン４形成面を圧着する（図２）。その後に、該圧着した転写用基材１０を取り除いた後
、導電性パターン４表面にめっき層６を形成する（図３）。最後にめっきされた導電性パ
ターンを有する被転写体５を加熱硬化することで、工程が簡便でかつパターンの導電性と
基材との密着性が良好な導電性材料を製造することができる。
【００１３】
　本発明における、支持体上に少なくとも多孔質層と解離層を有する転写用基材とは、解
離層の表面に導電性微粒子を含むインクあるいはペーストから形成された導電性パターン
を一旦保持し、次いで粘着性が発現する温度まで加熱した被転写体の粘着面へ、該導電性
パターンを転写する用途に供する基材である。
【００１４】
＜転写用基材＞
　本発明における転写用基材は、支持体上に少なくとも微粒子と樹脂バインダーを含有す
る多孔質層と、さらに該多孔質層の上に形成された解離層を有する。多孔質層および解離
層は必要に応じ、支持体の両面に設けても良い。
【００１５】
＜支持体＞
転写用基材が有する支持体としては、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン等のポリオ
レフィン系樹脂、ポリ塩化ビニル、塩化ビニル共重合体等の塩化ビニル系樹脂、エポキシ
樹脂、ポリアリレート、ポリサルフォン、ポリエーテルサルフォン、ポリイミド、フッ素
樹脂、フェノキシ樹脂、トリアセチルセルロース、ポリエチレンテレフタレート、ポリイ
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ミド、ポリフェニレンスルファイド、ポリエチレンナフタレート、ポリカーボネート、ポ
リメチルメタクリレートに代表されるアクリル樹脂、セロファン、ナイロン、ポリスチレ
ン系樹脂、ＡＢＳ樹脂等の各種樹脂からなるフィルム、石英ガラス、無アルカリガラス、
結晶化透明ガラス、パイレックス（登録商標）等の各種ガラス、紙、不織布、布、各種金
属、各種セラミックス等を挙げることができるが、これらに限定されるものではない。ま
た用途に応じこれら支持体を適宜組み合わせることができ、例えば、紙をポリオレフィン
樹脂で積層したポリオレフィン樹脂被覆紙を用いることができる。
【００１６】
　これらの中でもコスト、汎用性の観点から、紙、ポリオレフィン樹脂被覆紙、およびポ
リオレフィン系樹脂、トリアセチルセルロース、ポリエチレンテレフタレート、ポリカー
ボネートからなるフィルムが好ましい。
【００１７】
　上記した支持体の中でも、各種樹脂からなるフィルム、ガラス、ポリオレフィン樹脂被
覆紙等の非吸液性支持体を用いる場合には、非吸液性支持体と多孔質層との接着性を改善
するために、支持体と多孔質層との間に、ゼラチンや各種ウレタン樹脂、ポリビニルアル
コール等からなる公知の下塗層を設けることが好ましい。また、例えばポリエチレンテレ
フタレートフィルムでは易接着処理品として下塗層を予め設けた状態で市販されており、
これを用いても良い。また、コロナ処理あるいはプラズマ処理により支持体の濡れ性を改
善することも好ましい。
【００１８】
　下塗層の固形分塗布量としては、０．５ｇ／ｍ２以下であることが好ましく、より好ま
しくは０．３ｇ／ｍ２以下、更に好ましくは０．１ｇ／ｍ２以下である。下限は０．０１
ｇ／ｍ２以上であることが望ましい。
【００１９】
＜多孔質層＞
　本発明において転写用基材が有する多孔質層は、後述する導電性パターンの形成に好適
な導電性微粒子を含むインクあるいはペーストが含有する水あるいは有機溶剤といった溶
媒成分を吸収する機能を担う。
【００２０】
　本発明において転写用基材が有する多孔質層は、微粒子を主体に含有する層であること
が溶媒成分の吸収性の観点から好ましい。微粒子を主体に含有するとは、多孔質層の全固
形分中に占める微粒子の割合が５０質量％以上であることを意味し、好ましくは７０質量
％以上である。用いられる微粒子としては、公知の微粒子を広く用いることができる。例
えば軽質炭酸カルシウム、重質炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、カオリン、タルク、
硫酸カルシウム、硫酸バリウム、二酸化チタン、酸化亜鉛、硫化亜鉛、炭酸亜鉛、サチン
ホワイト、珪酸アルミニウム、ケイソウ土、珪酸カルシウム、珪酸マグネシウム、非晶質
合成シリカ、アルミナ、コロイダルアルミナ、アルミナ水和物、リトポン、ゼオライト、
加水ハロイサイト、水酸化マグネシウム等の無機微粒子、アクリルあるいはメタクリル系
樹脂、塩化ビニル系樹脂、酢酸ビニル系樹脂、ポリエステル系樹脂、スチレン／アクリル
系樹脂、スチレン／ブタジエン系樹脂、スチレン／イソプレン系樹脂、メチルメタクリレ
ート／ブチルメタクリレート系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、シリコーン系樹脂、尿素
樹脂、メラミン系樹脂、エポキシ系樹脂、フェノール系樹脂、ジアリルフタレート系樹脂
等の有機微粒子が挙げられる。有機微粒子は上記した少なくとも１種以上の樹脂からなる
真球状あるいは不定型の無孔質あるいは多孔質の有機微粒子等を挙げることができる。無
論、上記した無機微粒子の１種以上と有機微粒子の１種以上を併用して用いることもでき
る。上記の中でも、溶媒成分の吸収性の観点からは無機微粒子を含有することが好ましく
、軽質炭酸カルシウム、重質炭酸カルシウム、カオリン、タルク、炭酸マグネシウム、非
晶質合成シリカ、アルミナ、アルミナ水和物がより好ましく、非晶質合成シリカ、アルミ
ナ、アルミナ水和物が特に好ましい。また、本発明における転写用基材に可撓性が要求さ
れる場合には、アルミナ水和物を含有することが特に好ましい。
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【００２１】
　非晶質合成シリカは、製造法によって湿式法シリカ、気相法シリカ及びその他に大別す
ることができる。
【００２２】
　湿式法シリカは、更に製造方法によって沈降法シリカ、ゲル法シリカ、ゾル法シリカに
分類される。沈降法シリカは珪酸ソーダと硫酸をアルカリ条件で反応させて製造され、粒
子成長したシリカ粒子が凝集・沈降し、その後濾過、水洗、乾燥、粉砕・分級の工程を経
て製品化される。沈降法シリカとしては、例えば東ソー・シリカ（株）からニップシール
（登録商標）として、（株）トクヤマからトクシール（登録商標）、ファインシール（登
録商標）として、水澤化学工業（株）からミズカシル（登録商標）として市販されている
。ゲル法シリカは珪酸ソーダと硫酸を酸性条件下で反応させて製造する。熟成中に微小粒
子は溶解し、他の一次粒子同士を結合するように再析出するため、明確な一次粒子は消失
し、内部空隙構造を有する比較的硬い凝集粒子を形成する。例えば、東ソー・シリカ（株
）からニップゲル（登録商標）として、グレースジャパン（株）からシロイド（登録商標
）、シロジェット（登録商標）として、水澤化学工業（株）からミズカシルとして市販さ
れている。本発明において沈降法シリカあるいはゲル法シリカを用いることが好ましく、
沈降法シリカがより好ましい。
【００２３】
　湿式法シリカ粒子としては、平均一次粒子径が５０ｎｍ以下、好ましくは３～４０ｎｍ
であり、かつ平均凝集粒子径が１～５０μｍである湿式法シリカ粒子が好ましい。また平
均凝集粒子径が５～５０μｍである湿式法シリカ粒子を、平均二次粒子径が５００ｎｍ以
下に分散することがより好ましい。平均二次粒子径を５００ｎｍ以下に分散することによ
り、形成される多孔質層中の細孔径が分散を行わない場合よりも微細となるため、例えば
導電性パターンを形成する導電性微粒子としてナノ粒子などの超微粒子を用いた場合に、
導電性超微粒子が細孔中に入り込み非導通状態となることが少なくなり、得られる導電性
が良好となる。分散された湿式法シリカの平均二次粒子径は、より好ましくは１０～３０
０ｎｍ、更に好ましくは２０～２００ｎｍである。分散方法としては、水性媒体中に分散
した湿式法シリカを機械的に粉砕する湿式分散法が好ましく使用され、これにはビーズミ
ルなどのメディアミルを用いることが好ましい。ビーズミルは密閉されたベッセル内に充
填されたビーズとの衝突により顔料粉砕を行うものであり、ウィリー・エ・バッコーフェ
ン社よりダイノーミルとして、浅田鉄工（株）よりグレンミル（登録商標）として、アシ
ザワ・ファインテック（株）よりスターミル（登録商標）として市販されている。メディ
アミル等を用いて分散した後、更に高圧ホモジナイザー、超高圧ホモジナイザー等の圧力
式分散機、超音波分散機、及び薄膜旋回型分散機等を用いて分散することが好ましい。
【００２４】
　ここで、本発明でいう平均一次粒子径とは、微粒子の電子顕微鏡観察により一定面積内
に存在する１００個の一次粒子各々の投影面積に等しい円の直径を粒子径として平均粒子
径を求めたものである。また平均二次粒子径とは、透過型電子顕微鏡による写真撮影で求
めることができるが、簡易的にはレーザー散乱式の粒度分布計（例えば、（株）堀場製作
所製、ＬＡ９１０）を用いて、個数メジアン径として測定することができる。また、平均
凝集粒子径とは、粉体として供給される湿式シリカの平均粒子径を示し、例えばコールタ
ーカウンター法で求めることができる。
【００２５】
　気相法シリカは、湿式法に対して乾式法とも呼ばれ、一般的には火炎加水分解法によっ
て作られる。具体的には四塩化ケイ素を水素及び酸素と共に燃焼して作る方法が一般的に
知られているが、四塩化ケイ素の代わりにメチルトリクロロシランやトリクロロシラン等
のシラン類も、単独または四塩化ケイ素と混合した状態で使用することができる。気相法
シリカは日本アエロジル（株）からアエロジル（登録商標）、（株）トクヤマからＱＳタ
イプとして市販されている。
【００２６】
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　本発明において多孔質層が含有する気相法シリカの平均一次粒子径は４０ｎｍ以下が好
ましく、１５ｎｍ以下がより好ましい。更に好ましくは平均一次粒子径が３～１５ｎｍで
かつＢＥＴ法による比表面積が２００ｍ２／ｇ以上（好ましくは２５０～５００ｍ２／ｇ
）のものを用いることである。
【００２７】
　本発明でいうＢＥＴ法とは、気相吸着法による粉体の表面積測定法の一つであり、吸着
等温線から１ｇの試料の持つ総表面積、即ち比表面積を求める方法である。通常吸着気体
としては、窒素ガスが多く用いられ吸着量を被吸着気体の圧、または容積の変化から測定
する方法が最も多く用いられている。多分子吸着の等温線を表すのに最も著名なものは、
Brunauer、Emmett、Tellerの式であってＢＥＴ式と呼ばれ表面積決定に広く用いられてい
る。ＢＥＴ式に基づいて吸着量を求め、吸着分子１個が表面で占める面積を掛けて表面積
が得られる。
【００２８】
　気相法シリカを用いた場合においても、湿式法シリカと同様に、平均二次粒子径５００
ｎｍ以下に分散することが好ましい。分散された気相法シリカの平均二次粒子径は、より
好ましくは１０～３００ｎｍ、更に好ましくは２０～２００ｎｍである。分散方法として
は、通常のプロペラ撹拌、タービン型撹拌、ホモミキサー型撹拌等で気相法シリカと水を
主体とする分散媒を予備混合し、次にボールミル、ビーズミル、サンドグラインダー等の
メディアミル、高圧ホモジナイザー、超高圧ホモジナイザー等の圧力式分散機、超音波分
散機、及び薄膜旋回型分散機等を使用して分散を行うことが好ましい。
【００２９】
　本発明では、該多孔質層は支持体上に前述した微粒子を含む塗布液を塗布、乾燥して形
成することが簡便であり、好ましい。よってかかる塗布液を調製するにあたり、平均二次
粒子径５００ｎｍ以下の湿式法シリカあるいは気相法シリカのスラリーを製造することは
好ましく、該スラリーの製造にあたりスラリーの高濃度化や分散安定性を向上させるため
、公知の種々の方法を用いても良い。例えば、特開２００２－１４４７０１号公報、特開
２００５－１１１７号公報に記載されているが如くアルカリ性化合物の存在下で分散する
方法、カチオン性化合物の存在下で分散する方法、シランカップリング剤存在下で分散す
る方法等を挙げることができ、カチオン性化合物の存在下で分散する方法がより好ましい
。
【００３０】
　上記湿式法シリカあるいは気相法シリカの分散に使用するカチオン性化合物としては、
ポリエチレンイミン、ポリジアリルアミン、ジアリルアミン誘導体由来の構造単位を有す
る重合物、ポリアリルアミン、アルキルアミン重合物、１～３級アミノ基や４級アンモニ
ウム塩基を有するポリマーが好ましく用いられる。特にジアリルアミン誘導体由来の構造
単位を有する重合物が好ましく用いられる。分散性および分散液粘度の面で、これらのカ
チオンポリマーの分子量は、２，０００～１０万程度が好ましく、特に２，０００～３万
程度が好ましい。
【００３１】
　本発明において多孔質層が好ましく含有するアルミナとしては、酸化アルミニウムのγ
型結晶であるγ－アルミナが好ましく、中でもδグループ結晶が好ましい。γ－アルミナ
は一次粒子を１０ｎｍ程度まで小さくすることが可能であるが、通常は数千から数万ｎｍ
の二次粒子結晶を超音波や高圧ホモジナイザー、対向衝突型ジェット粉砕機等で平均二次
粒子径を好ましくは５００ｎｍ以下、より好ましくは２０～３００ｎｍ程度まで粉砕した
ものが使用できる。
【００３２】
　本発明において多孔質層が好ましく含有するアルミナ水和物はＡｌ２Ｏ３・ｎＨ２Ｏ（
ｎ＝１～３）の構成式で表される。アルミナ水和物は、一般にアルミニウムイソプロポキ
シド等のアルミニウムアルコキシドの加水分解、アルミニウム塩のアルカリによる中和、
アルミン酸塩の加水分解等の公知の製造方法により得られる。アルミナ水和物の平均二次
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粒子径は好ましくは５００ｎｍ以下、より好ましくは２０～３００ｎｍである。
【００３３】
　本発明において多孔質層が好ましく含有する上記のアルミナ、及びアルミナ水和物は、
酢酸、乳酸、ぎ酸、硝酸等の公知の分散剤によって分散された分散液の形態から使用され
る。
【００３４】
　本発明において、多孔質層は上記した微粒子と共に樹脂バインダーを含有することが好
ましく、該樹脂バインダーとしては、例えば、ポリビニルアルコール、シラノール変性ポ
リビニルアルコール、酸化澱粉、エーテル化澱粉、カルボキシメチルセルロース、ヒドロ
キシエチルセルロースなどのセルロース誘導体、カゼイン、ゼラチン、大豆蛋白、シリル
変性ポリビニルアルコールなど、スチレン－ブタジエン共重合体、メチルメタクリレート
－ブタジエン共重合体などの共役ジエン系共重合体ラテックス、あるいはこれらの各種重
合体のカルボキシル基などの官能基含有単量体による官能基変性重合体ラテックス、メラ
ミン樹脂、尿素樹脂などの熱硬化合成樹脂系などの水性接着剤、ポリメチルメタクリレー
ト、ポリウレタン樹脂、不飽和ポリエステル樹脂、塩化ビニル－酢酸ビニルコポリマー、
ポリビニルブチラール、アルキッド樹脂などの合成樹脂系接着剤等を挙げることができ、
これらを単独あるいは混合して用いることができる。この他、公知の天然、あるいは合成
樹脂バインダーを単独であるいは混合して用いることは特に限定されない。
【００３５】
　これらの内、ポリビニルアルコールあるいはシラノール変性ポリビニルアルコールが好
ましく、特に好ましいのは、ケン化度が８０％以上の部分ケン化または完全ケン化したポ
リビニルアルコールあるいはシラノール変性ポリビニルアルコールである。ポリビニルア
ルコールの平均重合度は２００～５０００のものが好ましい。
【００３６】
　微粒子に対する樹脂バインダーの含有量は特に限定されないが、微粒子を用い多孔質層
を形成するためには、樹脂バインダーの含有量は、微粒子に対して８～８０質量％である
ことが好ましく、より好ましくは８～５０質量％の範囲である。
【００３７】
　また多孔質層は、上記した多孔質層を構成する上記樹脂バインダーと共に必要に応じ硬
膜剤を含有することもできる。硬膜剤の具体的な例としては、ホルムアルデヒド、グルタ
ルアルデヒドの如きアルデヒド系化合物、ジアセチル、クロルペンタンジオンの如きケト
ン化合物、ビス（２－クロロエチル）尿素、２－ヒドロキシ－４，６－ジクロロ－１，３
，５－トリアジン、米国特許第３，２８８，７７５号記載の如き反応性のハロゲンを有す
る化合物、米国特許第３，６３５，７１８号記載の如き反応性のオレフィンを持つ化合物
、米国特許第２，７３２，３１６号記載の如きＮ－メチロール化合物、米国特許第３，１
０３，４３７号記載の如きイソシアナート類、米国特許第３，０１７，２８０号、同２，
９８３，６１１号記載の如きアジリジン化合物類、米国特許第３，１００，７０４号記載
の如きカルボジイミド系化合物類、米国特許第３，０９１，５３７号記載の如きエポキシ
化合物、ジヒドロキシジオキサンの如きジオキサン誘導体、ホウ砂、ホウ酸、ホウ酸塩類
の如き無機架橋剤等があり、これらを１種または２種以上組み合わせて用いることができ
る。硬膜剤の含有量は特に限定されないが、樹脂バインダーに対して、５０質量％以下が
好ましく、より好ましくは４０質量％以下であり、特に好ましくは３０質量％以下である
。
【００３８】
　樹脂バインダーとしてケン化度が８０％以上の部分ケン化または完全ケン化したポリビ
ニルアルコールあるいはシラノール変性ポリビニルアルコールを用いる場合、硬膜剤はホ
ウ砂、ホウ酸、ホウ酸塩類が好ましく、ホウ酸が特に好ましく、使用量はポリビニルアル
コールに対し、４０質量％以下が好ましく、より好ましくは３０質量％以下であり、特に
好ましくは２０質量％以下である。下限は０．１質量％以上であることが好ましい。
【００３９】
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　その他、多孔質層は必要に応じ、防腐剤、界面活性剤、着色染料、紫外線吸収剤、酸化
防止剤、微粒子の分散剤、消泡剤、レベリング剤、粘度安定剤、ｐＨ調節剤などを含有す
ることができる。
【００４０】
　多孔質層は２層以上から構成されていてもよく、この場合、それらの多孔質層の構成は
お互いに同じであっても異なっていても良い。例えば湿式法シリカを含有する多孔質層の
上に、アルミナ水和物を含有する多孔質層が形成されていても良い。
【００４１】
　多孔質層の層厚（乾燥時）は、一般に１～１００μｍが好ましく、５～５０μｍがより
好ましい。
【００４２】
　多孔質層は、微粒子と樹脂バインダー等を適当な溶媒に溶解または分散させて塗布液を
調製し、該塗布液をスライドカーテン方式、スライドビード方式、スロットダイ方式、ダ
イレクトグラビアロール方式、リバースグラビアロール方式、スプレー方式、エアナイフ
方式、ブレードコーティング方式、ロッドバーコーティング方式、スピンコート方式等に
よる塗布、スクリーン印刷、インクジェット印刷、ディスペンサー印刷、オフセット印刷
、反転オフセット印刷、グラビア印刷、フレキソ印刷等、公知の各種塗布あるいは印刷方
法を利用して、支持体表面の全面、あるいは必要とされる部位への選択的な塗布を行い、
形成することができる。また、塗布を行った後、鏡面ロールに圧接するキャスト処理を行
い、表面を平滑にすることや、カレンダー処理を行い、表面を平滑にすることもできる。
【００４３】
＜解離層＞
　本発明において転写用基材は、上記した多孔質層上に解離層を有する。解離層とは、導
電性パターンを被転写体へ転写する際に多孔質層と導電性パターンを分離する層であり、
導電性パターンのみを被転写体へ転写する、あるいは導電性パターンと解離層の一部を共
に被転写体へ転写することができる。転写された解離層の一部は必要に応じ洗浄し、除去
してもよい。
【００４４】
　本発明における解離層は、転写時の温度で溶融あるいは粘着性を示さない層であること
が好ましい。よって解離層は無機微粒子および／または有機微粒子を主成分として含有す
ることが好ましい。なお、ここで主成分とするとは、かかる層の全固形分に対して、９３
質量％以上が無機微粒子および／または有機微粒子であることを示し、好ましくは９８質
量％以上である。
【００４５】
　本発明において解離層が含有する無機微粒子としては、公知の無機微粒子を広く用いる
ことができる。例えば炭酸マグネシウム、硫酸カルシウム、硫酸バリウム、二酸化チタン
、酸化亜鉛、硫化亜鉛、炭酸亜鉛、珪酸アルミニウム、珪酸カルシウム、珪酸マグネシウ
ム、非晶質合成シリカ、アルミナ、アルミナ水和物、水酸化マグネシウム、酸化セリウム
、酸化ジルコニウム、酸化ニオブ、酸化錫等の無機微粒子を例示することができ、これら
を２種以上併用してもよい。
【００４６】
　解離層が含有する無機微粒子の平均一次粒子径は１０～２００ｎｍであることが好まし
く、２０ｎｍ以上がより好ましい。平均一次粒子径が１０ｎｍ未満であると多孔質層の空
隙を塞ぎ吸収性が低下する場合がある。平均一次粒子径が２００ｎｍを超えると、解離層
を形成する際に使用される塗布液において、無機微粒子が沈降し塗布に支障をきたす場合
がある。
【００４７】
　このような無機微粒子としてコロイド状態にある無機微粒子分散液を用いることが好ま
しく、例えば、コロイド状シリカであるコロイダルシリカ、酸化チタンゾル、アルミナゾ
ル、酸化セリウムゾル、酸化ジルコニウムゾル、酸化ニオブゾル、酸化錫ゾルを挙げるこ
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とができる。酸化ジルコニウムゾルは、例えば第一稀元素化学工業（株）よりＺＳＬ－２
０Ｎ、ナイヤコール社（米国）よりＺｒ１００／２０として、酸化セリウムゾルは、例え
ばナイヤコール社（米国）よりＣＥＯ２（ＡＣ）として、酸化ニオブゾルは、例えば多木
化学（株）よりバイラール（登録商標）として市販されている。
【００４８】
　コロイダルシリカとしては、シリカゾルから弱アルカリ性下で粒子成長させたそのまま
のタイプ、イオン交換によりアルカリを減量したタイプ、格子の珪素原子の一部をアルミ
ニウム原子に置換してアニオン性を強化したタイプ、アルミナ表面処理によりカチオン性
にしたタイプ、アルコキシシランを原料にゾルゲル法で合成されたタイプ等が例示される
がいずれも使用可能である。コロイダルシリカはアルカリに若干溶解するのでアルカリが
残っている方が結着力の面で有利と考えられるが、イオン交換したタイプでも実用上問題
なく使用できる。これらコロイダルシリカは、例えば日産化学工業（株）よりスノーテッ
クス（登録商標）、扶桑化学工業（株）よりクォートロン（登録商標）として市販されて
いる。
【００４９】
　本発明において解離層が含有する有機微粒子としては、公知の有機微粒子を広く用いる
ことができる。例えば、アクリル樹脂、スチレン樹脂、ナイロン樹脂、シリコーン樹脂、
フッ素樹脂、フェノール樹脂、アセタール樹脂、ポリイミド樹脂、エポキシ樹脂、ポリフ
ェニレンスルフィド樹脂、ポリエーテルスルホン樹脂、ポリアミドイミド樹脂等の有機微
粒子を例示することができ、これらを２種以上併用してもよい。
【００５０】
　解離層が含有する有機微粒子の平均一次粒子径は１０～５００ｎｍであることが好まし
く、２０ｎｍ以上がより好ましい。平均一次粒子径が１０ｎｍ未満であると多孔質層の空
隙を塞ぎ吸収性が低下する場合がある。平均一次粒子径が５００ｎｍを超えると、解離層
を形成する際に使用される塗布液において、有機微粒子が沈降し塗布に支障をきたす場合
がある。
【００５１】
　このような有機微粒子として、ポリアミドイミド樹脂は、例えば東レ（株）よりトレパ
ール（登録商標）ＰＡＩとして、ポリエーテルスルホン樹脂は、例えば東レ（株）よりト
レパールＰＥＳとして、フッ素樹脂は、例えば三井・デュポン フロロケミカル（株）よ
り３１－ＪＲ、ダイキン工業（株）よりＤ－２１０Ｃとして市販されている。
【００５２】
　本発明における解離層は、上記した無機微粒子の１種以上と有機微粒子の１種以上を併
用して用いることもできる。無機微粒子と有機微粒子の体積比率としては、１：９から９
：１の範囲が好ましい。得られる導電性部材の導電性の観点からは無機微粒子を用いるこ
とが好ましい。
【００５３】
　本発明において解離層に含まれる無機微粒子および／または有機微粒子以外の成分とし
ては、樹脂バインダーとしての例えばポリビニルアルコールなどの水溶性樹脂やラテック
ス類、樹脂バインダーの硬膜剤、界面活性剤等を挙げることができる。
【００５４】
　本発明において解離層の固形分塗布量は、０．０１ｇ／ｍ２以上であることが好ましく
、０．１ｇ／ｍ２以上がより好ましい。固形分塗布量が０．０１ｇ／ｍ２未満であると、
被転写体へ多孔質層が転写されてしまうことがある。解離層の固形分塗布量の上限は特に
ないが、１０ｇ／ｍ２を超えると無機微粒子および／または有機微粒子を主成分とする解
離層に亀裂の入る可能性が高くなるため、好ましくない。
【００５５】
　解離層の形成用塗布液は、スライドカーテン方式、スライドビード方式、スロットダイ
方式、ダイレクトグラビアロール方式、リバースグラビアロール方式、スプレー方式、エ
アナイフ方式、ブレードコーティング方式、ロッドバーコーティング方式、スピンコート
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方式、インクジェット方式等による塗布、スクリーン印刷、インクジェット印刷、ディス
ペンサー印刷、オフセット印刷、反転オフセット印刷、グラビア印刷、フレキソ印刷等に
よる印刷等、公知の各種塗布あるいは印刷方法を利用して、予め支持体上に作製された多
孔質層表面の全面、あるいは必要とされる部位への選択的な塗布を行い、解離層を形成す
ることができる。特に好ましくは、リバースグラビアロール方式の中でも、ロールの直径
が１００ｍｍ以下（より好ましくは２０～８０ｍｍ）の斜線グラビアロール（斜線の溝を
有するグラビアロール）を用いる方式である。
【００５６】
　本発明の転写用基材における解離層の形成用塗布溶媒あるいは分散媒が主に水である場
合には、多層スライドカーテン方式、多層スライドビード方式、多層スロットダイ方式等
の多層同時塗布が可能な塗布方式を用い、多孔質層と解離層を同時に塗布しても良い。ま
た、支持体が搬送されるライン上に複数の塗布装置が設置されるタンデム型の多層塗布装
置を用いても良い。
【００５７】
＜導電性パターン＞
　本発明において、被転写体に転写される導電性パターンは、導電性微粒子を含むインク
あるいはペーストを用いて形成されることが簡便であり好ましい。本発明に用いられる導
電性微粒子を含むインクあるいはペーストには、公知のインクあるいはペーストを広く用
いることができ、銀ナノインク、銅ナノインク、銀ペースト、銅ペースト、アルミペース
ト、カーボンインク、カーボンペースト等を例示することができる。導電性に優れ、形成
された導電性パターンが酸化されにくい点から、銀超微粒子を含有する銀ナノインクや、
銀微粒子を含有する銀ペーストを用いることが好ましく、厚み１μｍ程度の非常に薄い導
電性パターンを形成できる点から、銀ナノインクを用いることが特に好ましい。銀ナノイ
ンクは、例えば三菱製紙（株）よりＮＢＳＩＪシリーズとして市販されており、銀ペース
トは、例えば藤倉化成（株）よりドータイト（登録商標）シリーズとして市販されている
。
【００５８】
＜導電性パターン形成＞
　本発明において、導電性微粒子を含むインクあるいはペーストは、様々な印刷方法ある
いは塗布方式によりパターン形成される。例えば線状の塗布を行うことができるディスペ
ンサー印刷方法を用いたパターン形成、サーマル、ピエゾ、マイクロポンプ、静電気等の
各種方式のインクジェット印刷方法を用いたパターン形成、凸版印刷方法、フレキソ印刷
方法、平版印刷方法、凹版印刷方法、グラビア印刷方法、反転オフセット印刷方法、枚葉
スクリーン印刷方法、ロータリースクリーン印刷方法等の公知の各種印刷方法によるパタ
ーンを例示することができる。また、グラビアロール方式、スロットダイ方式、スピンコ
ート方式等、公知の各種塗布方式を用い、転写用基材が有する解離層の全面あるいは一部
に連続した面としてパターンを形成すること、間欠塗工ダイコーター等を用い転写用基材
が有する解離層の全面あるいは一部に断続した面としてパターンを形成すること、あるい
は浸漬塗布方法（ディップ方式とも言われる）を用い、転写用基材が有する解離層全体に
導電性微粒子を含むインクあるいはペーストを付着させることもできる。より好ましい印
刷方法としては、インクジェット印刷方法、フレキソ印刷方法、グラビア印刷方法、反転
オフセット印刷方法、枚葉スクリーン印刷方法、ロータリースクリーン印刷方法を挙げる
ことができる。
【００５９】
　これらの方法によりパターン化された導電性微粒子を含むインクあるいはペーストは、
含まれている分散媒を揮散させた後、および／または分散媒を多孔質層が吸収した後、加
熱により硬化あるいは焼成し導電性パターンとしても良いが、主に銀からなる金属超微粒
子を含むインクを用い、特開２００８－４３７５号公報、特開２００８－２３５２２４号
公報等に記載される導電性発現剤を多孔質層および／または解離層に含有させ、化学的な
作用により金属超微粒子同士を結合し導電性パターンとすることが好ましい。化学的な作
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用により金属超微粒子同士を結合させた場合、得られる導電性パターンは多孔質となるた
め、被転写体表面の粘着性を有する樹脂成分が導電性パターン内部へ拡散し、被転写体と
の間に高い密着力を得ることができる。かかる導電性発現剤としては、塩化ナトリウム、
塩化カリウム、塩化カルシウム、塩化アンモニウムを例示することができる。
【００６０】
＜被転写体＞
　本発明における被転写体は加熱により粘着性が発現する被転写体であり、該被転写体は
熱硬化性樹脂または熱硬化性樹脂と熱可塑性樹脂を混合した樹脂のいずれかから成り、具
体的には常温では粘着性を有さず、４０℃以上の温度で粘着性を発現し、１３０℃以上の
温度で硬化する樹脂から成ることが好ましい。具体的にはエポキシ樹脂、マレイミド化合
物、ベンゾオキサジン化合物、シアネート樹脂などの樹脂を１種または複数種混合したも
のに、硬化剤や無機充填剤、各種カップリング剤などを添加、形成することで被転写体は
得られる。被転写体として商業的に入手可能な候補材料は、味の素（株）製ＡＢＦ－Ｔ３
１、太陽インキ製造（株）製Ｚａｒｉｓｔｏ（登録商標）－１２５、住友ベークライト（
株）製ＬＡＺ（登録商標）－７７５２、及び積水化学工業（株）製ＮＸ０４Ｈ等が挙げら
れる。
【００６１】
＜粘着性の定義＞
　本発明において被転写体である熱可塑性樹脂あるいは熱硬化性樹脂と熱可塑性樹脂を混
合した樹脂の、加熱し軟化させた状態での粘着力は、ＪＩＳ　Ｚ０２３７に準じ剥離角度
１８０度にて測定され、幅２５ｍｍあたりの粘着力（Ｎ／２５ｍｍ）として示される。本
発明において、加熱時の被転写体の好ましい粘着力は、０．１～２０Ｎ／２５ｍｍであり
、より好ましくは０．２～１０Ｎ／２５ｍｍである。粘着力が０．１Ｎ／２５ｍｍ未満で
は、導電性パターンの転写を行うことができない場合があり、２０Ｎ／２５ｍｍを超える
と、転写用基材の剥離が困難となる場合がある。なお、本発明において、粘着性を有する
とは、ＪＩＳ　Ｚ０２３７に準じ剥離角度１８０度にて測定される幅２５ｍｍあたりの粘
着力（Ｎ／２５ｍｍ）が０．１Ｎ／２５ｍｍ以上であることを示す。
【００６２】
＜被転写体の加熱＞
　本発明において、上記した粘着性を発現させるための加熱条件としては、４０～１６０
℃で１０～９０分であることが好ましく、より好ましくは６０～１３０℃で１０～９０分
であるが、これに限定されるものではない。また、１６０℃を超える高温で加熱すると、
熱硬化が進行し、導電性パターンの転写に必要とされる粘着性を得ることができず被転写
体と導電性パターンの密着性が低下する場合がある。また、加熱工程およびそれに続く転
写工程の作業性を向上させるために、被転写体は転写面の裏面に支持体を熱圧着しておく
ことも可能である。
【００６３】
＜被転写体への転写＞
　本発明における被転写体に転写パターンを転写する工程について説明する。被転写体は
常温では粘着性を有さず、好ましくは４０℃以上の温度で粘着性を有する被転写体であり
、粘着性が発現している状態で転写用基材上に形成、保持されている導電性パターンの転
写が行われる。転写は転写用基材と被転写体を貼合し、これらを剥離することにより行わ
れる。例えば被転写体が立体物である場合には被転写体に転写用基材を貼合し剥離するこ
とにより行われ、例えば被転写体がシート様物であればロールラミネーターを使用したラ
ミネート法により導電性パターンを被転写体に圧着する方法が好ましい。被転写体に転写
用基材をラミネートするための条件としては、ロール温度は４０℃以上、圧力が１～５０
Ｎ／ｃｍ２で、時間が０．１秒～５分であり、より好ましく圧力が５～２０Ｎ／ｃｍ２で
、時間が１秒～１分であるが、これに限定されるものではなく、被転写体の厚みや種類等
により適宜調整することができる。圧力が１Ｎ／ｃｍ２を下回ると被転写体への導電性パ
ターンの転写が均一に行われない場合があり、５０Ｎ／ｃｍ２を超えると転写後の剥離が



(12) JP 2020-9805 A 2020.1.16

10

20

30

40

50

困難になる場合がある。
【００６４】
＜剥離＞
　貼合された転写用基材と被転写体を剥離する場合、剥離する際の被転写体側のＪＩＳ　
Ｚ０２３７に準じて設定される引きはがし角度は浅い方が好ましい。転写用基材から被転
写体を剥離する際には剥離部分にて曲がりが発生し、これにより導電性パターンも曲がる
こととなるが、この曲がる時の角度が小さい程、導電性パターンの導電性低下が小さいた
め好ましい。具体的には９０度以下で剥離することが好ましい。９０度を超えると、導電
性パターンの厚みにもよるが、導電性が数十％程度低下する場合がある。
【００６５】
　転写工程の後、被転写体から転写用基材を剥離することで、被転写体に導電性パターン
が転写される。
【００６６】
＜めっき＞
　本発明におけるめっきについて説明する。めっき処理には、電解法と無電解法があり、
本発明で実施するめっき処理としては、どちらのめっき法でも用いることができる。
【００６７】
＜無電解めっき＞
　無電解めっき技術に関しては「無電解めっき」電気鍍金研究会編、日刊工業新聞社（１
９９４年）に記載されている。無電解めっきは、ニッケルや銅などの金属イオンが還元剤
によって還元析出し、この析出反応が連続的に進行しめっき膜が形成される、いわゆる自
己触媒型化学還元めっきである。今日工業的に多く使用されているのはニッケル－リンや
銅を利用した無電解めっきであるが、本発明では導電性に優れる点から無電解銅めっきを
利用するのが好ましい。
【００６８】
　本発明における無電解銅めっき液には硫酸銅や塩化銅など銅の供給源、ホルマリンやグ
リオキシル酸、テトラヒドロホウ酸カリウム、ジメチルアミンボランなど還元剤、ＥＤＴ
Ａやジエチレントリアミン５酢酸、ロシェル塩、グリセロール、メソ－エリトリトール、
アドニトール、Ｄ－マンニトール、Ｄ－ソルビトール、ズルシトール、イミノ２酢酸、ｔ
ｒａｎｓ－１，２－シクロヘキサンジアミン４酢酸、１，３－ジアミノプロパン－２－オ
ール、グリコールエーテルジアミン４酢酸、トリイソプロパノールアミン、トリエタノー
ルアミン等の銅の錯化剤、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、水酸化リチウムなどのｐ
Ｈ調整剤などが含有される。さらにその他に浴の安定化やめっき皮膜の平滑性を向上させ
るための添加剤としてポリエチレングリコール、黄血塩、ビピリジル、ｏ－フェナントロ
リン、ネオクプロイン、チオ尿素、シアン化物などを含有させることもできる。
【００６９】
　無電解めっき液には薄付けめっき用の室温タイプと厚付けめっき用の高温タイプがある
が、本発明ではどちらのタイプのめっき液でも利用することができる。無電解銅めっきの
手法については「無電解めっき　基礎と応用」（電気鍍金研究会編）ｐ１０４などに詳し
く記載されている。薄付けめっき液では通常２０～３０℃でめっき処理し、厚付けめっき
液では通常５０～７０℃で処理し、処理時間は通常１～３０分、好ましくは３～２０分無
電解めっき処理を行うことで本発明の目的を達することができる。
【００７０】
　無電解めっきに先立ち脱脂処理を行うことも可能である。脱脂処理とは、基材上に付着
した油分等を洗浄除去するための処理であり、公知の処理条件を使用することができる。
一般にはアルカリ脱脂剤や界面活性剤、有機溶媒等を使用し、１０～６０℃で１～１０分
間浸漬処理する。
【００７１】
　無電解めっきに先立ち触媒付与処理を行うことも可能である。触媒付与処理とは、パラ
ジウム、鉄、コバルト、ニッケル、白金等の触媒金属を付与する処理であり、具体的な触
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媒金属としては、パラジウムが好ましい。触媒付与処理液としては、これら触媒金属イオ
ンを含む水溶液を用いる。なお、対アニオンとしては、その金属化合物を水溶液とするも
のであればよく、特に制限されないが、硫酸イオン、ハロゲンイオン、リン酸イオン、硝
酸イオン等が挙げられる。上記触媒金属の濃度は、水溶液中に１０～５０００ｍｇ／Ｌが
好ましく、より好ましくは、５０～１０００ｍｇ／Ｌの範囲である。また、触媒付与処理
液中に、安定剤として、酢酸、クエン酸、乳酸、酒石酸、蓚酸、酪酸、プロピオン酸、ギ
酸、コハク酸、グルタル酸、マロン酸、リンゴ酸、フマル酸、アジピン酸、マレイン酸等
を用いてもよい。触媒付与処理液のｐＨは、１～９が好ましく、より好ましくは、１～４
の範囲である。また、触媒付与処理の温度及び時間には特に制限はないが、処理温度とし
ては、２０～９０℃が好ましく、処理時間としては、生産効率を考慮して、３０～１２０
秒が好ましい。
【００７２】
＜電解めっき＞
　本発明における電解めっき法としては銅めっき、ニッケルめっき、亜鉛めっき、スズめ
っき等の公知のめっき方法を用いることができ、その方法として例えば「めっき技術ガイ
ドブック」（東京鍍金材料協同組合技術委員会編、１９８７年）記載の方法を用いること
ができる。本発明では導電性に優れる点から電解銅めっきを利用するのが好ましい。
【００７３】
　本発明における電解銅めっき液の基本組成としては、公知の、通常の電解銅めっきに使
用されるものであれば特に制限なく使用することができ、本発明の目的が達成される限り
においては、適宜、基本組成の組成物の変更、濃度の変更、添加剤の添加等をすることが
可能である。例えば、硫酸銅めっきの場合には、硫酸銅めっき液は、硫酸、硫酸銅、水溶
性塩素化合物、光沢剤を基本組成として含む水性溶液であり、該めっき液の基本組成は、
公知の硫酸銅めっきに用いられているものであれば特に制限なく使用することができる。
【００７４】
　電解銅めっき処理において、めっき温度（液温）はめっき浴の種類に応じて適宜設定さ
れることとなるが、通常、１０～４０℃であり、好ましくは２０～３０℃である。めっき
温度が１０℃より低い場合には、めっき液の導電性が低下するため、電解時の電流密度を
高くすることができず、めっき皮膜の成長速度が遅くなり、生産性が低下する。また、め
っき温度が４０℃より高い場合には、めっき液が不安定化する虞があり好ましくない。本
発明の電解銅めっき処理においては、例えば、直流電流、ＰＰＲ（Ｐｕｌｓｅ　Ｐｅｒｉ
ｏｄｉｃ　ｅｖｅｒｓｅ）電流など、任意の種類の電流を使用できる。適用される陽極電
流密度はめっき浴の種類に応じて適宜設定されることとなるが、通常、０．１～１０Ａ／
ｄｍ２、好ましくは１～３Ａ／ｄｍ２である。０．１Ａ／ｄｍ２未満の場合には陽極面積
が大きすぎて経済的ではなく、また、１０Ａ／ｄｍ２より大きい場合には陽極からの電解
中の酸素発生により、めっき液が不安定化する虞があるので好ましくない。めっき厚みに
ついては特に制限はないが、実用的に求められる導電性を確保できる厚さにめっきされる
ことが好ましい。
【００７５】
＜加熱硬化＞
　本発明において、被転写体はめっき処理の後に加熱硬化を実施する。加熱硬化を行うこ
とにより、導電性パターンの被転写体に対する密着力が向上する。加熱硬化の条件は熱硬
化性樹脂に適した温度で行えば良く、例えばエポキシ樹脂の場合には１３０～２００℃で
あり、より好ましくは１４０～１９０℃であるが、本発明はこれに限定されるものではな
い。
【実施例】
【００７６】
　以下、実施例により本発明を詳しく説明するが、本発明の内容は実施例に限られるもの
ではない。
【００７７】



(14) JP 2020-9805 A 2020.1.16

10

20

30

40

50

＜転写用基材の作製＞
＜無機微粒子分散液の調製＞
　水に、カウンターイオンに塩素イオンを有するジアリルジメチルアンモニウムクロライ
ド－重合物としてシャロール（登録商標）ＤＣ９０２Ｐ（第一工業製薬（株）製）８質量
部と、無機微粒子として気相法シリカ（平均一次粒子径７ｎｍ、比表面積３００ｍ２／ｇ
）１００質量部を添加し、のこぎり歯状ブレード型分散機（ブレード周速３０ｍ／秒）を
使用して予備分散液を作製した。次に得られた予備分散液を高圧ホモジナイザーで処理し
て、固形分濃度が２０質量％の無機微粒子分散液を調製した。該分散液中の気相法シリカ
の平均二次粒子径は１３０ｎｍであった。
【００７８】
　上記無機微粒子分散液を用い下記組成の多孔質層形成塗布液を作製した。支持体として
易接着処理がなされた厚み１００μｍのポリエチレンテレフタレートフィルム（帝人フィ
ルムソリューション（株）製）を用い、該支持体上に多孔質層形成塗布液をスライドビー
ドコーターで固形分塗布量が気相法シリカ換算で２５ｇ／ｍ２となるように塗布、乾燥し
多孔質層を形成した。該多孔質層の膜厚は３８μｍであった。
【００７９】
＜多孔質層形成塗布液＞
無機微粒子分散液　　　　　　　　　　　　　（シリカ固形分として）　　　　１００ｇ
ポリビニルアルコール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５ｇ
　（ケン化度８８％、平均重合度３５００）
ホウ酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４ｇ
ノニオン性界面活性剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．３ｇ
（ポリオキシエチレンアルキルエーテル）
固形分濃度は１３質量％になるように水で調整した。
【００８０】
　次いで、多孔質層面に下記組成の導電性発現剤塗布液を、斜線グラビアロールを用いた
塗布方式により塗布を行い、乾燥機により乾燥した。ここで用いた斜線グラビアロールは
、直径６０ｍｍ、斜線角度４５度、線数９０線／インチ、溝深さ１１０μｍのグラビアロ
ールであり、リバース回転で用いた。湿分塗布量は、斜線グラビアロールの回転数を調整
し２０ｇ／ｍ２に設定した。塗布された導電性発現剤塗布液は多孔質層内部に吸収され、
表面には多孔質層が露出していた。
【００８１】
＜導電性発現剤塗布液＞
塩化ナトリウム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．３ｇ
水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９９．７ｇ
【００８２】
　次いで多孔質層面に下記組成の解離層塗布液を、斜線グラビアロールを用いた塗布方式
により塗布を行い、乾燥機により乾燥し、転写用基材を得た。ここで用いた斜線グラビア
ロールは、直径６０ｍｍ、斜線角度４５度、線数９０線／インチ、溝深さ１１０μｍのグ
ラビアロールであり、リバース回転で用いた。湿分塗布量は、斜線グラビアロールの回転
数を調整し２０ｇ／ｍ２に設定した。多孔質層上に形成された解離層の固形分塗布量は０
．６ｇ／ｍ２であった。
【００８３】
＜解離層塗布液＞
コロイダルシリカ２０質量％スラリー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５ｇ
（扶桑化学工業（株）製、クォートロンＰＬ－３Ｌ、平均一次粒径３５ｎｍ）
水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８５ｇ
【００８４】
＜転写用基材上への導電性パターン作製＞
　転写用基材に対し、銀ナノインク（三菱製紙（株）製ＮＢＳＩＪ－ＭＵ０１、銀濃度１
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５質量％）を入れたピエゾタイプのインクジェットプリンタを用い、５０ｍｍ×５０ｍｍ
のベタパターン（面状パターン）で印刷を行い、導電性パターンを形成した。銀ナノイン
クの吐出量は２３ｍｌ／ｍ２であり、導電性パターンの厚みは０．８μｍであった。
【００８５】
＜被転写体の粘着力＞
　加熱により粘着性を発現する被転写体である住友ベークライト（株）製ＬＡＺ－７７５
２の粘着力を測定した。該被転写体は常温では粘着力を有さないため、８０℃で１時間の
予備加熱を行った後、５０℃に温調したＳＵＳ３０４鋼板を用いて、被転写体が５０℃で
あるときの粘着力をＪＩＳ　Ｚ０２３７に準じ剥離角度１８０度にて測定したところ１．
１Ｎ／２５ｍｍであった。なお、８０℃で１時間の予備加熱を行う以前の被粘着体の粘着
力を２５℃で測定したところ、０．０３Ｎ／２５ｍｍであった。
【００８６】
（実施例１）
＜導電性材料１の作製＞
　加熱により粘着性を発現する被転写体として、住友ベークライト（株）製ＬＡＺ－７７
５２を使用し、転写に際して該被転写体は支持体としてＳＵＳ３０４鋼板を熱圧着した状
態で使用した。被転写体への転写は、８０℃で１時間の予備加熱を行った被転写体の転写
面に対して、ロール温度を５０℃に調整したロールラミネーターを用いて、被転写体の温
度が５０℃、圧力２０Ｎ／ｃｍ２、速度０．３ｍ／分（圧着時間として１秒）で、上記し
た転写用基材の導電性パターンを有する側の面を熱圧着し、室温に戻してから転写用基材
を剥離した。その後、導電性パターンが転写された被転写体を脱脂処理後、触媒付与処理
し、続いて無電解銅めっきを行った。脱脂処理は、メルテックス（株）製、クリーナー１
６０を５０ｇ／Ｌとなるように建浴し、６０℃で１分間行った。また、触媒付与処理は、
同社製、アクチベーター３５０をパラジウムの濃度が１００ｐｐｍとなるよう建浴して２
５℃で２分間行った。無電解銅めっきは、同社製薄付無電解銅めっき、メルプレート（登
録商標）ＣＵ－５１００を標準希釈で建浴し、５０℃で１０分間行った。脱脂処理、触媒
付与処理、無電解銅めっきの各処理の後には被転写体の水洗を行った。めっきを施した後
の導電性パターンの厚みは１．８μｍであった。めっきを施した後に被転写体を１８０℃
１時間の加熱硬化を行い、導電性材料１を得た。
【００８７】
＜導電性材料１の評価＞
　導電性確認試験：導電性材料１の導電性パターン部のシート抵抗をダイアインスツルメ
ンツ社製、ロレスターＧＰ／ＥＳＰプローブを用いて測定したところ０．０２２Ω／□で
あった。
テープ密着試験：ＪＩＳ　Ｋ５６００に準拠して、テープ密着試験を実施した。幅１ｍ間
隔に１０マス×１０マスの計１００マス目を上記した導電性材料１の導電性パターン部に
クロスカットし、ニチバン（株）製セロテープ（登録商標）（２４ｍｍ幅）を印刷面に貼
り付け、急激に剥離し、残ったマス目の状態にて評価を行った。その結果、マス目の剥離
が無く密着性が良好であることが確認された。
【００８８】
（実施例２）
＜導電性材料２の作製＞
　ラミネーターのロール温度を７０℃に変更し、めっき工程として下記組成の硫酸銅めっ
き浴による電解銅めっき（２Ａ／ｄｍ２の電流量で３分間）行った以外、導電性材料１と
同様の作製方法より導電性材料２を得た。めっきを施した後の導電性パターンの厚みは１
．８μｍであった。また被転写体の粘着力は、７０℃に温調したＳＵＳ３０４鋼板を用い
て、被転写体が７０℃であるときの粘着力をＪＩＳ　Ｚ０２３７に準じ剥離角度１８０度
にて測定したところ４．９Ｎ／２５ｍｍであった。
【００８９】
＜硫酸銅めっき浴＞
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　硫酸銅・５水和物　　　　　　　　　　　　　　　　７５ｇ／Ｌ
　硫酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９０ｇ／Ｌ
　光沢剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　適量
　塩化物イオン　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０ｍｇ／Ｌ
　浴温　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５℃
　光沢剤として、ローム・アンド・ハース社製、カパーグリーム（登録商標）　ＣＬＸを
用いた。
【００９０】
＜導電性材料２の評価＞
　導電性確認試験：導電性材料２の導電性パターン部のシート抵抗をダイアインスツルメ
ンツ社製、ロレスターＧＰ／ＥＳＰプローブを用いて測定したところ０．０１５Ω／□で
あった。
テープ密着試験：ＪＩＳ　Ｋ５６００に準拠して、テープ密着試験を実施した。幅１ｍｍ
間隔に１０マス×１０マスの計１００マス目を上記した導電性材料２の導電性パターン部
にクロスカットし、ニチバン（株）製セロテープ（２４ｍｍ幅）を印刷面に貼り付け、急
激に剥離し、残ったマス目の状態にて評価を行った。その結果、マス目の剥離が無く密着
性が良好であることが確認された。
【００９１】
（比較例１）
＜導電性材料３の作製＞
　加熱により粘着性を発現する被転写体として、住友ベークライト（株）製ＬＡＺ－７７
５２を使用し、転写に際して該被転写体は支持体としてＳＵＳ３０４鋼板を熱圧着した状
態で使用した。被転写体への転写は、８０℃で１時間の予備加熱を行った被転写体の転写
面に対して、ロール温度を５０℃に調整したロールラミネーターを用いて、被転写体の温
度が５０℃、圧力２０Ｎ／ｃｍ２、速度０．３ｍ／分（圧着時間として１秒）で、上記し
た転写用基材の導電性パターンを有する側の面を熱圧着し、室温に戻してから転写用基材
を剥離した。導電性パターンの厚みは０．７μｍであった。転写後に被転写体を１８０℃
１時間の加熱硬化を行い、導電性材料３を得た。
【００９２】
＜導電性材料３の評価＞
　導電性確認試験：導電性材料３の導電性パターン部のシート抵抗をダイアインスツルメ
ンツ社製、ロレスターＧＰ／ＥＳＰプローブを用いて測定したところ０．１６Ω／□であ
った。
テープ密着試験：ＪＩＳ　５６００に準拠して、テープ密着試験を実施した。幅１ｍｍ間
隔に１０マス×１０マスの計１００マス目を導電性材料３の導電性パターン部にクロスカ
ットし、ニチバン（株）製セロテープ（２４ｍｍ幅）を印刷面に貼り付け、急激に剥離し
、残ったマス目の状態にて評価を行った。その結果、マス目の剥離が無く密着性が良好で
あることが確認された。
【００９３】
（比較例２）
＜導電性材料４の作製＞
　加熱により粘着性を発現する被転写体として、住友ベークライト（株）製ＬＡＺ－７７
５２を使用し、スクリーン印刷に際して該被転写体は支持体としてＳＵＳ３０４鋼板を熱
圧着した状態で使用した。被転写体へのスクリーン印刷は、８０℃で１時間加熱した被転
写体の転写面に対して銀ペースト（藤倉化成（株）製ドータイト　ＦＡ－３３３）を５０
ｍｍ×５０ｍｍの面状パターンで印刷した。その後、１２０℃１０分間の銀ペースト加熱
硬化処理を行い、導電性材料４を得た。導電性パターンの厚みは４０μｍであった。
【００９４】
＜導電性材料４の評価＞
　導電性確認試験：導電性材料４の導電性パターン部のシート抵抗をダイアインスツルメ
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あった。
テープ密着試験：ＪＩＳ　５６００に準拠して、テープ密着試験を実施した。幅１ｍｍ間
隔に１０マス×１０マスの計１００マス目を導電性材料４の導電性パターン部にクロスカ
ットし、ニチバン（株）製セロテープ（２４ｍｍ幅）を印刷面に貼り付け、急激に剥離し
、残ったマス目の状態にて評価を行った。その結果、マス目の剥離が散見され密着性が十
分でないことが確認された。
【００９５】
（比較例３）
＜導電性材料５の作製＞
　実施例１において、被転写体から転写用基材を剥離した後、被転写体にめっきを施し、
その後に被転写体の加熱硬化を行う代わりに、被転写体から転写用基材を剥離した後、被
転写体の加熱硬化を行い、その後に被転写体にめっきを施した以外は導電性材料１と同様
の作製方法より導電性材料５を得た。めっきを施した後の導電性パターンの厚みは１．８
μｍであった。
【００９６】
＜導電性材料５の評価＞
　導電性確認試験：導電性材料５の導電性パターン部のシート抵抗をダイアインスツルメ
ンツ社製、ロレスターＧＰ／ＥＳＰプローブを用いて測定したところ０．０４５Ω／□で
あった。
テープ密着試験：ＪＩＳ　５６００に準拠して、テープ密着試験を実施した。幅１ｍｍ間
隔に１０マス×１０マスの計１００マス目を導電性材料５の導電性パターン部にクロスカ
ットし、ニチバン（株）製セロテープ（２４ｍｍ幅）を印刷面に貼り付け、急激に剥離し
、残ったマス目の状態にて評価を行った。その結果、導電性材料に転写用基材から転写さ
れた銀ナノインクにより形成された導電性パターンは残っていたものの、めっきにより形
成された銅によるめっき層は全てテープ側に剥離してしまったことから、密着性が十分で
ないことが確認された。
【００９７】
　実施例および比較例から本発明の有効性が判る。
【符号の説明】
【００９８】
１　　支持体
２　　多孔質層
３　　解離層
４　　導電性パターン
５　　被転写体
６　　めっき層
１０　転写用基材
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